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令和 4 年度 第 53 回全国学校保健・学校医大会令和 4 年度 第 53 回全国学校保健・学校医大会
と　き　令和 4 年 11 月 12 日（土）10：00 ～ 17：30と　き　令和 4 年 11 月 12 日（土）10：00 ～ 17：30

ところ　ホテルメトロポリタン盛岡ところ　ホテルメトロポリタン盛岡

　　　　　本館・ニューウイング（ハイブリッド開催）　　　　　本館・ニューウイング（ハイブリッド開催）

　今年度は岩手県医師会の引き受けで、盛岡市の
会場とWeb とのハイブリッドで開催された。本
会からは、沖中、河村が現地参加し、長谷川、竹
中がWebで参加した。午前中は5会場で分科会、
午後からは表彰式、特別講演、シンポジウム等が
行われた。
　昼休憩時間中に都道府県医師会連絡会議が行わ
れ、河村が出席した。次期担当県は兵庫県医師会
に決定し、令和 5年 10 月 28 日、神戸ポートピ
アホテルにて開催される予定である。

第 1 分科会 からだ・こころ（1）
1. わが国における貧困家庭の子ども達の食の問
題を解決する子ども食堂・新しい子ども食堂の
形『フードリボンプロジェクト』について

埼玉県医師会　澁谷美智子
　背景：貧困や両親の離婚、ネグレクトなどに
より食事を摂れていない子ども達を救うため、既
存の飲食店が子ども食堂の役割を担う『フードリ
ボンプロジェクト』という独自の子ども食堂のス
タイルが発足された。
　子ども食堂の現状：子ども食堂は 2012 年に東
京都の青果店の店主が始め、その行動は数年の間
に全国に広がり 2021 年には 6,014 か所まで増
えているが、毎日食事を提供しているのは 3％で
ある。
　フードリボンプロジェクトとは：既存の飲食店×
子ども食堂であれば毎日の食事提供がしやすい
のではというアイデアから、2021 年に夢食堂プ
ロジェクトを発足し、2022 年 5月に『フードリ
ボンプロジェクト』と改名した。実施している店
舗は 53店舗である。店は入口付近に食事券を張
り出しておき、食事をしたい子どもは食事券を渡
せば 1食無料で提供してもらえる。費用は、店
を利用する客の寄付、フードリボンを知った人の
ホームページからの寄付で賄っている。2022 年

6月集計時に実際に利用された食事券は9,542食
分であった。
　考察：経済的に困窮している家庭の子ども達は
その実態を知られたくないため、子ども食堂ある
いはフードリボンを利用しないというジレンマが
発生する。そのため、子どもに食事を提供する以
外に、子ども達の居場所となる役割も果たすこと
で食事の問題を抱える子ども達が利用しやすくな
る工夫が必要である。

2. 成人式アンケート調査からみた小・中学生に
対する喫煙防止出前授業（第 2 報）

和歌山県医師会　村上　浩一
　はじめに：日高医師会では 2005 年から喫煙防
止出前授業を行ってきた。2012 年からは成人式
でアンケートによる喫煙の実態調査を行ってき
た。
　対象と方法：2012 年から 2020 年の成人式典
に出席した 6,563 人を対象とし、回答数 5,690 を
得た。調査内容は、①生育家庭での喫煙者、②喫
煙経験者、③現在喫煙者、④喫煙防止授業につい
て覚えているか、⑤喫煙防止授業の内容を覚えて
いるか、⑥喫煙防止授業が非喫煙選択に役立った
か、⑦喫煙勧誘を断る自信の有無、⑧近い将来タ
バコを吸っていないと思うか、⑨レジャーや飲食
で禁煙の店を選ぶか、⑩喫煙者友人に禁煙するよ
うに言えるか、の 10 項目である。2012 ～ 2014
年、2015 年～ 2017 年、2018 年～ 2020 年まで
の 3期に分け、男女別に年次推移を調べた。
　結果：①男性 67.9％、67.8％、66.5％、女
性で 68.1％、67.2％、64.1％であった。②男性
28.4％、31.6％、26.9％であり、女性 12.4％、
10.7％、9.5％に推移した。③男性では 16.2％、
20.1％、20％と有意に増加しており、女性では
6.0％、4.7％、3.5％に有意に減少した。④男性で
68.8％、81.9％、81.9％で、女性では 70.8％、
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88.1％、85.1％で、男女とも有意に増加した。
⑤（2015 年以降）男性で 44.4％、45.5％であり、
女性では 50.6％、51.2％であった。⑥（2015 年
以降）男性で 58.2％、69.3％に推移し、女性で
は 79.1％、84.9％に推移し、男女とも有意に増
加した。⑦男性で 70.2％、62.7％、64.7％であり、
女性で 76.6％、68.9％、68.0％で、男女とも有
意に減少していた。⑧男性では 71.7％、68.6％、
70.0％で、女性では 87.8％、84.5％、87.5％であっ
た。⑨（2015 年以降）男性で 34.9％、34.2％で
推移し、女性で 60.4％、2.1％であった。⑩（2015
年以降）男性で 19.4％、18.9％で推移し、女性
で 30.5％、32.9％であった。
　考察：学校医による喫煙防止授業を男女とも 8
割以上が覚えており、約 5割がタバコを吸わな
い選択に役立ったと回答し、学校保健活動におけ
る学校医による喫煙防止授業の重要性を支持する
結果が得られた。一方、タバコを勧められて断る
割合は有意に減少、禁煙の店を選ぶ割合が低く、
能動喫煙や受動喫煙を避けるための意識や行動が
未熟であることがうかがえた。
　まとめ：学校保健活動における学校医による喫
煙防止授業の重要性を示唆する結果を得た。

3. 徳島県医師会認定学校医制度の現状について
徳島県医師会　田山　正伸

　はじめに：平成 25年度より認定学校医制度を
導入した。平成 25年と 26 年度で 265 人が認定
学校医を取得した。認定学校医の研修会には医師
のみならず、養護教諭も受講可能とした。
　認定学校医の目的：学校医の資質向上と学校保
健活動の推進を図る。	
　認定学校医制度の対象となる研修：①徳島県医
師会認定学校医研修会（年 4回）、②徳島県医師
会学校保健委員会学術集会（年 1回）及び学校
保健委員会が認めた研修会。
　認定：受講が確認された医師（徳島県医師会員）
について審査を学校保健委員会で実施・認定する。
　更新：必要な研修を受講した認定学校医は認定
証の更新ができる。
　資格と手続き：4年毎に更新申請。
　認定の喪失：①更新を受けないとき、②辞退し

たとき、③医師の資格を失ったとき、④死亡。
　疑義：認定についての疑義が生じたときは、徳
島県医師会学校保健委員会委員長及び副委員長で
協議し決定する。
　まとめ：制度を導入して 10年が経過し、学校
医の医学研鑽に寄与している。また、養護教諭や
教育委員会の参加を認めたことで、教育現場にも
医学知識を得る機会を設定できた。

4. 横浜市における医療的ケア児の一般登校支援
の現状と課題

神奈川県医師会　片岡　　愛
　平成 29年に喀痰吸引が必要な児童が一般級に
新就学したのがきっかけで、学校内での医療的ケ
アを実施する支援事業を開始した。医師会訪問看
護ステーションと契約した学校の近隣の訪問看護
事業者が学校を訪問している。利用者は学校経由
で申請し、医療的ケア支援事業実施調整会議で審
査される。ケア人数は平成 29年 1名、令和 4年
には 18名に増加した。ケアは看護師が学校の休
み時間に合わせ訪問して行っている。区医師会訪
問看護ステーションと複数の看護事業者が連携体
制を作ることにより看護人材を確保し、保護者の
付き添いなしで毎日同様のケアを確保できてい
る。課題としては学校のスケジュールを勘案し
た実施時間とケア内容の必要があること、今後の
ニーズ増加が予想され看護人数が不足すると予想
されること、予算と人員確保の課題、学校内に医
療専門職がいないことなどが挙げられる。持続可
能な事業にするために今後も工夫を重ねる必要が
ある。

5. 地域格差や切れ目のない子育て支援のために：
いわてチルドレンズ ヘルスケア連絡会議の取り
組み 

岩手県医師会　赤坂真奈美 
　2019 年に子どもたちへの支援を目指し「いわ
てチルドレンズヘルスケア連絡会議」を設立した。
3年間の活動内容を報告する。
　アレルギー：盛岡医療センターで「アレルギー
ポータルいわて」のホームぺージの運用を開始
した。患者・	市民向けのアレルギー対策講座を
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YouTube にあげ、延べ 1,500 名の視聴があった。
　移行期医療、慢性疾患・難病：移行期に達した
患者がスムーズに移行期医療が受けられるよう、
治療歴や教育歴などの情報を保存し共有すること
を目的に、アプリ「わたしのサマリー」を開発し	
2022 年 7月から使用が開始された。
　子育て支援	：分散化していた子育て世代に役
立つ情報をリンク集の形で集約し、「岩手子育て i
ランドプラス」として再構築し、2022 年 3月に
オープンした。
　災害時支援	：2011 年の東日本大震災時の災害
弱者であった医療的ケア児・者を中心にニーズを
詳細に調査し、実際の避難研修、ネットワーク作
りなどを開始した。
　医療的ケア児・者、在宅医療・訪問看護、重症
心身障がい児・者：在宅ケア児・者サポートブッ
クを作成し対象者への配布を開始した。
　発達障害	：「発達ドック：地域の小児科との連
携」の創設、発達障害スクリーニングシステムの
構築により早期発見・早期介入を目指し活動を開
始した。
　結語：広大な県土でも地域格差のない支援のた
めに、患者家族を中心において他職種が横のつな
がりを大切にし、課題を見つけながら活動を展開
中である。

6. 重症便秘症の学童例：学校との連携の大切さ
岩手県医師会　佐々木美香 

　重症な便秘症では漏便を伴うことが多く、学校
生活において児童のQOL や自尊心を著しく低下
させる。重症難治性便秘症の 11 歳男児症例で、
学級担任教諭からの家庭環境や家屋状態の情報が
良好な治療経過に繋げられたので紹介する。本児
の住居は屋外和式トイレのため暗くて怖い、寒い
ため排便を我慢する習慣がついており、教諭から
冬季の家庭での治療は困難との意見が出された。
家族も同意し秋から支援学校に転校して入院治療
を行い、家族は福祉支援利用で住居環境を整えた。
6か月の入院で便秘・遺糞症は改善し、	遅れてい
た学業も支援学校で個人的にサポートされた。退
院後排便経過は順調で、中学に入ると学業も伸び、	
吹奏楽部で活躍するようになった。本症例を通し

家族と医療機関だけでなく、特に学校との連携が
重要であると考えられた。

7. 学校医が知っておくべき疾患：FGF23 関連低
リン血症性くる病について

岩手県医師会　和田　泰格
　背景：FGF23 関連低リン血症性くる病の治療
はブロスマブによる治療が可能となっており、早
期診断が重要となる。5症例について報告する。
　症例 1：10 歳男子。身長 122cm（-2.8SD）。1
歳 6か月で低身長と歩行開始の遅れを、3歳で O
脚を指摘された。9歳時に低リン血症性くる病と
診断された。下肢の変形が強く、手術療法を検討
している。
　症例 2：12 歳女子。身長 141cm（-1.3SD）。1
歳 6か月で低身長、O脚を指摘された。2歳で低
リン血症性くる病と診断された。10 歳でブロス
マブを開始した。
　症例 3：10 歳女子。身長 136cm（-0.1SD）。
母と母方叔母が低リン血症性くる病である。2歳
で O脚に気付き、同疾患と診断された。8歳で
ブロスマブを開始した。
　症例 4：5歳男児。身長 111cm（0.2SD）。母、
弟、母方祖父が低リン血症性くる病である。1歳
6か月で低身長を指摘され、同疾患と診断された。
3歳でブロスマブを開始し、骨痛が著明に改善し
た。
　症例 5：3歳男児。身長 86cm（-1.9SD）。症例
4の同胞である。1歳 8か月時に低身長、O脚を
指摘され、低リン血症性くる病の診断でブロスマ
ブを開始した。O脚は整形外科でも経過観察中で
ある。
　結語：低リン血症性くる病は早期診断、治療に
より症状が改善する疾患であり、O脚や低身長、
歩行開始の遅れ等を認めた場合には本疾患を念頭
に鑑別を行う必要がある。

8. はったつしょうがいと古稀 YouTuber
埼玉県医師会　平岩　幹男

　はじめに：子どもの発達障害を対象とした診療
を続けてきた。受診希望者は全国各地から後を絶
たず、古稀を機会に発達障害についての無料の動
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画配信を開始した。
　方法と内容：発達障害のように明快な治療法に
簡単にはたどり着けない病態においては、商業的
な情報があふれがちであること、専門診療機関が
少ないことを考えれば、商業的ではなく極力科学
的根拠に基づいた情報を発信することは医療者に
とっての社会への責務の一部である。2020 年 8
月にこの試みを開始してからチャンネル登録者は
3,700 名を超え、総視聴回数も 95,000	回を超え
た（2022 年 7月現在）。

9. 学校検尿で初めて尿蛋白を指摘され、慢性腎
臓病と診断された早産児既往の 3 例 

岩手県医師会　小野寺千夏
　早産児は慢性腎臓病（CKD）リスクが高いこと
が指摘されている。学校検尿の蛋白尿を契機に
CKDを発見された早産児既往症例を報告する。
　症例：10～ 13歳の男児 2例、女児 1例。周産
期歴：在胎 24 ～ 26 週、出生体重 678 ～	906g、
全例が呼吸窮迫症候群を呈し、人工呼吸管理・酸
素投与を要した。2例で症候性動脈管開存症に
インドメタシンが、全例で経過中の感染症にア
ミノグリコシドが投与された。血清クレアチニン
値（sCr）の最大は 1.3 ～ 3.0mg/dl で、全例が
急性腎障害stage3に該当し、NICU退院時は0.3～
0.4mg/dl と正常化した。全例で 10～ 13 歳時に
学校検尿で初めて蛋白尿を指摘された。受診時
の sCr は 0.57 ～ 0.79mg/dl、推定糸球体慮過量	
63.9 ～ 92.9mL/min、尿蛋白 / 尿クレアチニン
比 0.3 ～ 0.6 で、除外診断から早産に起因する
CKDと診断した。
　考察：早産児ではネフロン形成の停止・異形成
が CKD 発症に影響する。年少期の無症状期を経
て年長で顕性化するため早産児既往の聴取は重要
である。

10. 大阪府立学校における学校心臓検診の取組
み・これまでとこれから 

大阪府医師会　星賀　正明
　学行政と大阪府医師会が、心臓検診後の適切な
保健管理と指導の推進を目的として、大阪府立学
校心臓検診連絡協議会を 2020 年に設立した。連

絡協議会と大阪府教育委員会から府全域の循環器
医療機関に協力を要請し、合計 200 を超す医療
機関からリスト収載に同意を得た。これらのリス
トを行政、各府立学校が情報共有することにより、
要精密検査の生徒・保護者に近隣医療機関への受
診勧奨をスムーズに行えるようにした。また、診
察終了時に報告書を学校生活管理表とともに保護
者に手渡すシステムを構築した。上記システムを
用い、2年間の運営を行ってきた。精密検査が必
要と判断した生徒のうち、2020 年度は 80.7％、
2021 年度は 92.4％の生徒が医療機関を受診し、
その集計が本連絡協議会で情報共有された。今後
は、1）受診率の一層の向上、2）医療機関リス
トのリニューアルなどの整備、3）心臓検診全体
の精度管理、などの課題を、本連絡協議会と大阪
府行政が連携、継続して取り組んでいきたい。

11. 良質な学校心臓検診を目指した「検診機関
用」、「学校医・養護教諭用」を対象としたマニュ
アルの作成 

東京都医師会　泉田　直己
　はじめに：良質な学校心臓検診のためには、検
診の中での判定の妥当性や統一性、判定後の管理
指導区分の実施などについて、関係者が連携し精
度管理を行うことが望ましい。
　背景：東京都医師会では都立学校心臓検診の
ため「都立学校心臓検診判定委員会」を設置して
いる。判定委員会では、その時点における最新の
知見やガイドラインを踏まえて「都立学校心臓検
診マニュアル（判定委員会用）」、「都立学校心臓
検診マニュアル（学校医・養護教諭用）」、「都立
学校心臓検診マニュアル（検診機関用）」を作成、
改訂してきた。
　改訂の内容：学校医・養護教諭の先生方にも判
定の基準や過程を理解していただけるように、そ
のガイドラインやアルゴリズムの一部を掲載す
ることとした。心臓病に関する生活管理指導表は
2022 年から一部改訂された。その中で運動強度
を動的運動と静的運動に分けて評価する概念が強
調されていたので紹介している。また、管理指導
区分の説明と区分に応じた学校生活管理指導表の
使用法、先天性心疾患、不整脈、川崎病既往児の
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管理指導のガイドラインなどについても資料とし
て掲載している。
　結語：判定委員会委員用のマニュアルをもとに、
学校医・養護教諭用、検診機関用マニュアルを、
相互の連携に資するように改訂・作成した。検診
実施期間中も随時連携を取り合い、良質な判定を
目指している。

[ 報告：理事　竹中　博昭 ]

第 2 分科会　からだ・こころ（2）
1．小中学校における新型コロナウイルス感染
症（第 6 波）に対する感染対策の効果

岐阜県医師会　安田東始哲
　オミクロン株が主体の第 6波新型コロナウイ
ルス感染症（以下、「コロナ 6」）では若年罹患者
の増加や学校関連施設でのクラスターが問題であ
る。コロナ6における大垣市の小中学校（以下、「学
校」）で罹患した児童生徒（以下、「陽性者」）に
ついての発生状況から濃厚接触者の選定、自宅待
機、学級閉鎖等の感染対策効果について検討した。
　対象は、小学校 22 校 339 クラス 8,325 人、
中学校 10 校 144 クラス 4,119 人。各学年クラ
ス数 / 児童数は平均（小・中）で（2.6/24.6・
2.4/28.6）。令和 4 年 1 月 10 日～ 3 月 24 日の
陽性者発生時に、学校は教育委員会、保健所と
協議し濃厚接触者（クラス内で周囲 8席、長時
間会話、同一クラブ・集会に参加の人と定義）に
PCR	検査を施行し自宅待機を指示、クラス 3名
以上が陽性者の場合学級閉鎖とした。
　対象を小学生 2学年ごと低（特別学級含）、中、
高と中学群に分け比較。同一日同一クラス等で陽
性者が複数診断された群をクラスター、陽性者の
発生から 5	日以内に同一クラスに陽性者を認め
た例を二次感染とした。
　全児童生徒 12,444 名のうち陽性者 180 名
（1.4％）。各群の陽性者は低 54、中 55、高
44、中学 27。クラスターは 14（低 5、中 7、
高 0、中学 2）。各クラスターの平均陽性者数 3.5
（2～ 8）、他は孤発陽性例。二次感染は孤発陽性
例クラスターとも 0	例であった。
　コロナ 6	では、陽性者が小学生に多く、特に
クラスターは低中学年に多く認められた。孤発陽

性例及びクラスターからの二次感染は認められ
ず、学校内二次感染予防対策として濃厚接触者の
特定、自宅待機、学級閉鎖の判断基準と迅速な対
応が有効であった。感染拡大の抑制・阻止には、
小学生への感染教育（特に低学年には行動規範を
示すことが重要）・環境整備と陽性者及び濃厚接
触者の早期隔離が重要である。

2．令和 3 年 10 月に行った学校医の新型コロナ
ウイルス感染症対応のアンケート結果

京都府医師会　林　　鐘声
　学校で新型コロナウイルス抗原定性検査をする
にあたって、学校は被検者の検査結果を学校医か
医療機関の医師に連絡し、被検者はそこに受診し
て医師の診断を求めることになっていた。学校医
がそれに応えられるかを知るために、令和 3年
10月にアンケート調査を行った。
　対象は京都市学校医会の会員 271 人、その標
榜診療科目は内科あるいは小児科を第 1、第 2	
標榜していたのが 231 人（85％）、整形外科 12
人、外科やその他の科 17人、京都府医師会非会
員 11 人であった。回答は 168 人（62％）から
得た。
　発熱外来を実施していたのは 60％であった。
各年齢階層別の実施率を見ると、46～ 55歳の実
施率は 77％と高く、56 ～ 65 歳は 62％、66 ～
75 歳は 50％と年齢が進むにしたがって低くなっ
ていた。PCR検査を実施していたのは56％であっ
た。46 ～ 55 歳は 66％と高く、56 ～ 65 歳は
62％、66 ～ 75 歳は 42％と低かった。コロナワ
クチン接種率は 88％で、66～ 75	歳は 77％と他
の年齢階層と比べて低い接種率であった。
　学校で新型コロナウイルス抗原定性検査をする
ことを知っていると答えたのは 51％（85/167）
であった。情報源について 40％は学校からの通
知、30％は学校医会ニュース、20％はネットや
ニュース、10％は被検者の受診で、学校と学校
医の連携は不十分であった。
　発熱外来かつ PCR	検査をして確定診断の対応
をとっていた学校医は 51％（85/168）に過ぎず、
両者ともせず確定診断をしない対応をとっていた
学校医は 35％（58/168）であった。両者実施率
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は、46 ～ 55 歳が 63％（22/35）、56 ～ 65 歳
が 55％（43/78）、66～ 75 歳が 38％（18/48）
と年齢が上がるほど下がっていた。一方、両者未
実施率はそれぞれ 20％（7/35）、32％（25/78）、
46％（22/48）と年齢とともに上がっていた。
　発熱外来かつ PCR	検査をしていた 85 人の学
校医は 1人を除いて 99％がワクチン接種をして
いたので、3者実施率は 50％（84/168）であっ
た。一方、発熱外来も PCR	検査もしていなかっ
た 58 人の学校医の接種率は 71％と低く、ワク
チン接種においても慎重であった。3者未実施率
は 10％（17/168）、46 ～ 55 歳が 6％（2/35）、
55 ～ 65 歳が 5％（4/78）、66 ～ 75 歳は 21％
（10/48）であった。

3．小中学校における新型コロナウイルス感染
症予防対策の実際と問題点

東京都医師会　弘瀨知江子
　学校における新型コロナウイルス感染症予防対
策についてアンケート調査を行い、実践されてい
る予防対策とその問題点等について検討した。各
都道府県の公立小中学校を対象に大規模校、中規
模校、小規模校を各 6校、合計 36校を無作為抽
出して、全国で約 1,700 校を対象とした。668
校から回答が得られた。668 校のうち 2021 年
は 91％の学校で感染者が出ており、44％で学級
閉鎖の対応がとられていた。2022年は 42％の学
校で学級閉鎖の対応がとられていた。
　特に重点を置いている感染予防対策は、３密対
策が 95％と最も多く、次いで 94％の学校で流水
による手洗いやアルコール消毒が行われていた。
一方、家族内での感染を防ぐための生活方法に
ついての指導を行っていた学校はわずか 13％で
あった。
　教室で行う授業中の感染予防対策は、生徒にマ
スク着用を義務付けている学校は 88％となって
いた。教室の机の隣との間隔は 0.5m以上 1m以
内が最も多く 71％、一方で、1m以上離してい
た学校は 8％であった。生徒同士が、向かい合う
授業を行っている学校は 66％あった。教壇にア
クリル板等のパーテーションを置いていると回答
したのは 3％、フェイスシールドを着用している

と答えた学校は 4％であった。さらに、生徒の机
にアクリル板等のパーテーションを置いていると
答えた学校は 3％に留まっていた。
　体育の授業や運動部活動での感染予防対策は、
屋外での運動の際は、生徒へマスクを外すように
推奨していると答えた学校は 97％であった。さ
らに、体育館等の屋内での運動の際でも生徒に
マスクを外すように推奨している学校は 91％で
あった。
　音楽の授業での感染予防対策は、発声練習や
唱歌の授業及び練習を行っている学校は 84％で、
口で吹く楽器（管楽器、気鳴楽器等）の授業及び
練習は 66％の学校で行っていた。音楽室で生徒
一人一人をパーテーションで仕切っている学校
は、わずか 5％であった。
　給食での感染予防対策は、生徒の黙食を徹底し
ている学校は 99％とほとんどの学校で行われて
いた。給食の配膳は 96％の学校で生徒が行って
いた。また、48％の学校では教師も給食の配膳
を行っていた。
　内科健診は 71％の学校において保健室で行わ
れ、健診項目については 75％の学校で通常通り
行われていた。健診にかかる時間や日数について
は、56％の学校で通常時と変わらなかった。内
科健診が 6月 30 日に終了していた学校は 2020
年度はわずか 27％だったが、2021 年度には
82％の学校で、今年度はほとんどの学校（96％）
で終了していた。
　眼科健診は 60％の学校において保健室で行わ
れ、健診項目については 80％の学校で通常通り
行われていた。健診にかかる時間や日数について
は、74％の学校で通常時と変わらなかった。眼
科健診が 6月 30 日に終了していた学校は 2020
年度はわずか 31％だったが、2021 年度には
86％の学校で、今年度はほとんどの学校（96％）
で終了していた。
　耳鼻科健診は 65％の学校において保健室で行
われ、健診項目については 76％の学校で通常ど
おり行われていた。健診にかかる時間や日数に
ついては、70％の学校で通常時と変わらなかっ
た。耳鼻科健診が 6月 30日に終了していた学校
は 2020 年度はわずか 27％だったが、2021 年
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度には 83％の学校で、今年度はほとんどの学校
（95％）で終了していた。

4．姫路市肥満児 2 次検診にみる新型コロナウ
イルス感染症の影響と課題

兵庫県医師会　忍頂寺毅史
　姫路市では市内の小学生を対象に肥満児検診を
実施している。学校でのスクリーニングを経て 1
次検診は地域のクリニックや医院を中心とした開
業医が、2次検診は市内の 4つの総合病院が担当
している。今回われわれは COVID-19 流行前後の
肥満児検診の現状をまとめ、10 年前の結果と比
較しながらその問題点を明らかにするために本研
究を計画した。
　肥満児検診で要精査とされ 2 次検診として
2011年度（以下、「Aグループ」）、2019年度（以下、
「Bグループ」）、2021 年度（以下、「Cグループ」）
にそれぞれ当院を受診した市内在住の小学生を
対象とした。学校健診で肥満度 25％以上の児童
を 1次検診該当者とした。1次検診はクリニック
で血液検査などを行い、肥満度 50％以上、収縮
期血圧 135mmHg 以上、AST/ALT	50	IU/l	以上、
総コレステロール 220mg/dl 以上、LDL コレス
テロール 140mg/dl 以上、中性脂肪 250mg/dl
以上、血糖 126mg/dl 以上を 2 次検診対象者と
した。2次検診では肥満度 35％以上で栄養指導、
重症度に応じた減量指導を実施した。
　A グループが 30 人、B グループが 27 人、C
グループが 45人と明らかに Cグループが多くの
患者が来院していた。AST はいずれも中央値は正
常範囲内であったが、有意差を認め Cグループ
が最も高値であった。LDL コレステロールに関
しては Bグループが低く、A及び Cでは大きな
変化はなかった。2次検診では血糖値以外、有意
差はなかったが 1次検診からの肥満度の変化が
明らかに Cグループで増加しており、短期間で
肥満度が増加したことが明らかになった。2次検
診の指導による肥満度の変化は Cグループが最
も高く、短期間に減量していた。効果のあった指
導は、①飲み物は水かお茶。ジュースは週 1回
以下、② 1日 15分、週 2回以上の運動、③ゲー
ム時間やテレビ等画面を見る時間は 1時間減ら

す、であった。

5．小児肥満への対応～学校医ができること～
兵庫県医師会　笠井　弘也

　肥満による健康への悪影響として、脂質異常症、
糖尿病、高血圧、脳・心血管疾患などがある。な
かでも小児肥満は、成人肥満に移行して生活習慣
病の発症リスクを高める可能性があるため、重要
な問題となっている。小児肥満の予防と治療は、
成人と違い、個々が置かれた生活環境の複雑な背
景因子のため難渋することが多い。そのため、医
療的ケア以外に家庭－学校－コミュニティの三位
一体型の支援体制の必要性がいわれている。学校
医ができることを以下に述べる。
　家族、学校関係者、地域住民に病識の乏しさが
ある。それを改善していくためには、学校保健安
全委員会の活用、地域ぐるみの保健活動がある。
また、本人に対する体重スティグマ（烙印）の問
題があるので、本人がポジティブになるように、
援助、サポートが必要であり、自己肯定感を育く
むことが重要である。

6．新型コロナ流行下における小児の肥満への
影響―秋田市小中学校肥満調査結果より―

秋田県医師会　土田　聡子
　秋田市では、1989 年度より児童生徒の健康管
理・生活習慣病対策の一環として、秋田市小児科
医会と医師会が連携し、市内小中学校・学校医の
協力のもとに毎年学校ごとの肥満調査を行ってき
たが、COVID-19 パンデミックによる影響を肥満
度の変化及び受診率について検討した。
　2020 年度は小中学生とも肥満頻度が急に上昇
し、小学校で 9.9％、中学校で 10.1％と、過去
14 年で最大となった。2021 年度には中学校で
9.5％に減少したが、小学校は今年も 9.9％で高
止まりとなった。学年別では、男女全体で小学 1
年生から徐々に増大し、小学 4～ 5年生でピー
クとなり（肥満頻度 11.9％）、その後漸減する
傾向が 2021 年度も例年に引き続き認められた。
男子では小 5	がピークで 13.9％と、全体と同様
の傾向を示していた。女子では小 4	がピークで
11.1％となった。
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　学校で肥満（肥満度 20％以上）が指摘され、
医療機関への受診を勧められた学童生徒は 2,057	
名（小学生 1,377 人、中学生 680 人）であった。
うち、実際の受診者は、小学生で 617 人（44.8％）
（2020 年 40.9％、2019 年 40.8％）、中学生で
161 人（23.7 ％）（2020 年 21.1 ％、2019 年
20.1％）、小中学生あわせた受診率は 37.8％と、
例年に比し高い受診率となった。学年別では、小
学 1 年生が 66.9％（2020 年 54.1％、2019 年
は 52.9％）と最も高く、それ以降は漸減、中学
3年生が 22.4％と最も低率であるものの、例年
より高い水準となった。受診率が最も低いのは中
3女子（15.3％）、中 2男子（22.9％）であった。

7．思春期健診と CBT アプリによる思春期ヘル
スプロモーション介入研究

岡山県医師会　岡田あゆみ
　思春期のヘルスプロモーション向上を目的と
して、思春期健診と CBT（Cognitive	Behavioral	
Therapy）アプリを開発した。本法の実施の可否
や効果について、多施設共同研究によるランダム
化比較試験を実施した。
　対象は、中学校 1年生～高校 3年生と保護者
で精神疾患や重篤な身体疾患を有しない健常児。
2019 年 5 ～ 8 月に福岡県、埼玉県、岡山県、東
京都で被験者を募集した。同意を書面で取得した
後、無作為に 1）思春期健診群、2）思春期健診＋
アプリ群、3）コントロール群に割付を行った。
　中学校・高等学校 38 校の 217 名が参加した。
中学生では有意な差は認めなかったが、高校生で
は思春期健診・CBT アプリ介入群で、一過性にう
つスコアが有意に低下した。介入により、自身の
健康を見直す作業や、相談をきっかけに何らかの
対処を行えたことが、尺度の改善に影響した可能
性がある。CBT アプリによるセルフモニタリン
グの効果は、アプリ実施回数が多いほど、うつス
コアは減少した。また、アプリ実施回数が多いほ
ど、セルフモニタリングの回数も増加した。エン
トリー時 6名（2.8％）に希死念慮を認め、介入
期間中、介入群では 1名であったが、非介入群
では 5名の希死念慮が認められた。健診や CBT
アプリの使用による状態の悪化を認めた者はいな

かった。
　今回のような取り組みで、早期発見・対応が行
えることが分かったと同時に、いわゆる健常児と
周囲から思われている児であっても、一定数この
ような思いを抱えていることが分かった。

8．東京都における性教育指導の現状と課題
東京都医師会　山田　正興

　日本では性教育の遅れから、避妊方法、妊娠適
齢期や不妊、卵子の老化などに関する基礎的な情
報が不足しており、そのため 10代の妊娠・出産
は減っていない。14 歳以下の出産が毎年 50 人
前後報告されており、10代の妊娠の 85％は人工
妊娠中絶を受けている。東京都では、東京都教育
委員会（教育庁）、東京都医師会、東京産婦人科
医会が連携し、都立学校及び都内の中学に専門医
として産婦人科医を派遣する事業を行っている。
　都立学校には 2010 年から派遣を行っており、
主に 7月までに学校で性教育指導を行う。2015
年以降、養護教諭に向けて学校での性に関する課
題を抽出して講演会を開催してから派遣する学校
が増え、ここ最近では 40校を超えている。
　2018 年、東京産婦人科医会では、東京都医師
会を通じて都立中学校に産婦人科医を派遣し、性
教育指導の充実を図るよう要望した。2018 年 5
校のモデル授業から始まって、現在は 30校に医
師派遣が行われている。2020 年にはコロナ感染
拡大のため、東京産婦人科医会で作成した DVD
による講演も行われた。
　健康的なセクシュアリテイを推進し、非婚化を
予防していくため、性を肯定的に捉え、児童生徒
の発達段階に応じたエビデンスに基づく正しい情
報を伝え、児童生徒等に対する迅速な相談窓口を
確保するなど包括的な性教育が必要である。プレ
コンセプションケアとは、適切な時期に適切な知
識・情報を生殖可能年齢にあるすべての男女を対
象に提供し、将来の妊娠のためにヘルスケアを行
うことである。東京都では産婦人科医によるプレ
コンセプションケアの授業が都立高校 7校にお
いて本年度から試験的に実施される。
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9．地域全体で中学生に継続できたライフスキ
ル講演により当地域の若者の性感染症が減少し
た可能性について

岩手県医師会　秋元　義弘
　私は岩手県におけるクラミジア感染の長期調
査、また、2012 ～ 2019 年まで岩手県北の 5
市町村の全ての中学 2年生又は 3年生へのライ
フスキル講演を継続してきた。今回、2014 ～
2018 年までの岩手県北でのクラミジア感染の陽
性率、岩手県全体の陽性率の変化を検討した。
　岩手県全体では、全ての年代においてその陽性
率はほぼ同率かあるいは微増しているのに対し、
岩手県北での 10代、20～ 24 歳でのクラミジア
感染陽性率は低下していることが明らかとなっ
た。他の年代では岩手県北と岩手県全体では差は
認められなかった。岩手県教育委員会による調査
では、岩手県北は岩手県内の他の地域より平均年
収は少なく、片親が多く、放課後家でひとりで過
ごすことが多い結果であった。その他の生活様式
は県内の他の地域と差は見られない。また、岩手
県北は若者の流入が少なく、その多くは私の講演
を聴いたことがある。若者のハイリスクな性行動
が減少したことで、クラミジアの陽性率が低下し
たという可能性が高い。ハイリスクな性行動が減
少した理由は、10	代若者のほぼ全員が私のライ
フスキル講演を聴き、その後のそれぞれの中学校
での継続指導、教育により、若者のリテラシーが
高まったのではないかと推察される。学校が必要
性を認めてくれることが重要である。

10．コロナによる中学生メンタルヘルスへの影
響と予防のための提言―特に女子生徒の情緒不
安の悪化と希死念慮率の増加―

三重県医師会　梅本　正和
　コロナにおけるパンデミック前からの、縦断的
なメンタルヘルスへの影響は、これまで報告され
ていない。今回、平成 24年度より行ってきた学
校メンタルヘルス活動により、データを用いてそ
の影響を発表する。
　メンタルヘルスで行うアンケートは、①QUテ
スト（学校でのやる気、居心地度）、②自尊感情
テスト、③健康度リスクチェック（不安・抑うつ）

の 3つで構成されている。
　自尊感情についてコロナの影響は見られなかっ
た。不安・抑うつの点数は令和 3年度から急に
上がった。三重県内の 13歳の自殺者数はコロナ
前は年間 0か 1例だったが、令和 3年度は 4例
と急増した。希死念慮を持つ生徒の割合は、令和
元年度は中1で男子18％、女子24％であったが、
令和 3年度は中 3で男子 34％、女子 47％と中
1のほぼ 2倍に増えた。令和 4年度は中 3で男
子 42％、女子 55％と一段と悪化している。
　メンタルヘルス事業で分かったデータを活用
し、学校で行った環境調整によって、変化があっ
たかどうかの評価をした。小学校で希死念慮を
持った児童 15例の情報を中学につないだ。中 1
では8例で希死念慮の改善をみた。改善したのは、
不安・抑うつなどの情緒系と思われた。改善がな
かったのは 7例のトラウマ系（家族病理、いじ
めなど）であった。学校では、軽い症状をもつ診
断閾値下の生徒への介入によって、効果がみられ
ることが分かった。

[ 報告：常任理事　河村　一郎 ]

第 4 分科会　耳鼻咽喉科
1. 学齢期難聴児の耳鼻咽喉科疾患と聴覚補償に
ついて～京都市立小中学校聴覚特別支援学級聴
覚検診結果より～

京都府医師会　兵庫美砂子
　京都府立医科大学耳鼻咽喉科では京都市教育委
員会と連携して市立固定制聴覚特別支援学級（通
称：難聴学級）の小中学生に対して、学校保健法
に基づく耳鼻咽喉科健康診断とは別の聴覚検診を
実施している（通称：難聴学級検診）。今回は「聴
覚補償に関わる指導項目」に焦点を当て、学齢期
の難聴児の聴覚補償状況と問題点、今後の課題に
つき検討した。
　対象は 1994 ～ 2019 年に聴覚検診を受けた小
学 1年から中学 3年までの難聴学級在籍児 218
人、のべ1,199人2,398耳。うち補聴器装用2,144
耳、人工内耳装用 116 耳、装用なし 138 耳である。
対象につき、1）在籍人数と良聴耳裸耳聴力の年
次推移、2）聴覚補償に関する指導項目、3）個別
指導を行ったケースを検討した。
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　1）在籍人数は 1994 年から増加傾向、2004
年ごろをピークに徐々に減少に転じている。
2010 年以降は減少傾向が顕著で、少子化のペー
スを上回っている。また、1990 年代は重度難聴
に補聴器装用の在籍児が中心であったが、近年
は高度までの難聴に補聴器装用の児と人工内耳
装用児が中心となっている。2）補聴器について
は、要修理 180 耳 8.4％、要再調整 152 耳 7.1％、
装用指導 89 耳 4.2％、要買い替え 60 耳 2.8％、
イヤーモールド不適切 49 耳 2.3％、要チューブ
交換 45 耳 2.1％、装用勧奨 41 耳 1.9％、1％以
下の頻度で忘れ、電池切れ、旧器持参、紛失、無
線式補聴援助装置の勧奨や指導があった。人工内
耳については要再マッピング 11 耳 9.5％、無線
式補聴援助装置導入勧奨 2耳 1.7％、1％以下の
頻度で充電切れ、装用指導があった。また、学年別、
年代別に傾向を見ると、小 1では全般的に要指
導例が少なく小 2で急増、小 4から中 2までほ
ぼ横ばいで、中 3で少し減少する。補聴器のボ
リューム不適切はアナログ補聴器時代には多くみ
られたが、デジタル補聴器の普及により適正使用
例が増加した。人工内耳についての指導項目の多
くは人工内耳普及初期に集中しており、近年はほ
とんど指導を要さない状態になってきている。補
聴器装用を自己判断で中止した例は中学生に多く
みられたが近年減少している。人工内耳の装用中
止例は今までみられていない。3）補聴器に関し
て、同胞のものを使用、貸出器を 4年間未返却、
洗濯して故障したが親に知らせていないなどの
ケースで個別指導を行った。

2. 福岡県久留米市における養護教諭を対象とした
耳鼻咽喉科健診に関するアンケート結果について

福岡県医師会　矢武　克之
　耳鼻咽喉科健診はコミュニケーションに関わる
聴覚・音声言語の領域を含んでおり、教育上支障
となる異常を発見することは極めて重要である。
今後の耳鼻咽喉科健診のあり方について学校医
側からの意見は多くあるが、学校現場における養
護教諭からの耳鼻咽喉科健診に関する意見は少な
い。今回、福岡県久留米市内の公立小中学校に勤
務する養護教諭を対象に耳鼻咽喉科健診の現状と

今後の健診のあり方についてアンケートを実施し
た。
　対象は 61 校の養護教諭 66 名で、回答率
100％であった。現在の検診方法は、①全員健診
18％、②重点健診 15％、③抽出健診 21％、②＋
③が 46％であった。理想と考える健診方法は、
① 35％、② 30％、③ 18％、②＋③は 16％で
あった。健康教育は、1）定期的に実施している
0％、2）不定期に実施 7％、3）実施していない
66％、4）しなければならないという認識がない
24％であった。

3. 無電源型環境音調整耳栓を使用した際の実耳
音響特性の検討
　～聴覚過敏児に対する適応の可能性～

大阪府医師会　西村　将人
　聴力正常児の聴覚過敏は自閉スペクトラム症児
にみられる感覚過敏症状の一つである。重度の場
合にはイヤーマフなどの装着なしでは一般生活も
難しくなるが、イヤーマフ装用下では会話が困難
となるのが問題である。そこで今回、無電源型環
境音調整耳栓（以下、「Knops」）が会話可能なイ
ヤーマフとして使用できるかを検討するため、実
耳測定等を施行した。
　健常 4耳に対し「Knops」を装着して、鼓膜面
上音圧を 4段階のダイヤルごとに測定し、周波
数別減衰量を検討した。使用した機器は実耳測定
装置としてダイアテック社製アフィニティーを使
用し、音源はアフィニティーに内蔵されている国
際音声試験信号（international	speech	test	signal	
ISTS）を使用した。
　4段階のダイヤルを変えた補聴器特性測定では
中音域から低域にかけて減衰しており、装用時の
鼓膜面上音圧特性では、各段階で中低音域の減衰
が段階的にみられ、高音域はおおむね保たれてい
ることが確認できた。平均減衰量をまとめたとこ
ろ、外耳道内に異物をいれるためにオープンイヤ
ゲインの損失を認めるが、低音域の減衰を段階的
に調整できることが確認できた。
　「Knops」は無電源であることから活用が簡便
で、マイクやアンプを通さないことからデジタル
耳栓に比べて時間的遅延がなく、さらにアコース
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ティックな音質が保てることも利点として挙げら
れ、「Knops」はイヤーマフに代わる、又はイヤー
マフからの離脱訓練に有用である可能性が考えら
れた。
　ちなみに、「Knops」は医療機器ではなく、一
般の通販で購入できる。音響外傷の予防にもなる
可能性があるが、本来聞きたい音とは別のものを
聞かされることになる。

4. 学校健診（小 1）で発見された軽中等度難聴
児 1 例の経過と秋田県内の難聴児教育支援体制
の紹介 

秋田県医師会　中澤　　操
　秋田県では 2001 年から 3～ 4 年の間に、全
県で新生児聴覚スクリーニング（以下、「新スク」）
が行われるようになり、現在に至っている。両側
中等度以上の感音難聴は出生 1,000 に対して 1
名出現するが、偽陰性（本当は難聴だが新スクを
パスする）もある。新スクをパスすると次は就学
前あるいは就学後の検診でしか見つけることがで
きない場合が多い。会話（speech）はできても、
読み書きの基盤となる言語力（language）に大き
な遅れをきたすことが軽中等度難聴児の課題の本
質である。今回、新スクをパスし、小学校 1年
生の学校健診の聴覚検査で初めて難聴を疑われて
低中音域難聴の診断に至り、直ちに補聴や教育支
援を開始した例を紹介する。
　現在 15歳で通常中学校 3年生、補聴器を常時
装用している。現在、学力には全く問題ない。難
聴が発見されたのは小 1の学校健診がきっかけ
で、若干の左右差をもつ低中音域 40 ～ 60dB、
高音域最良で 30dB の聴力であることが判明し
た。言語聴覚士（教員免許とのダブルライセンス）
による言語評価が行われ、補聴器試聴も並行して
開始した。8年後の現在も聴力は同様である。
　補聴器をつけると、食器の音、カーテンの開
け閉めの音、母と比べて父や兄の会話音圧が高い
こと（うるさいこと）などが初めて分かり、本人
の評価は良好で積極的に継続装用することができ
た。
　診断直後の小 1の 1学期の言語力評価は、総
じて約2年の遅れを呈しており、支援体制として、

1）夏休み明けから小学校で補聴器を装用する、
2）2週間に一度、聴覚支援学校での通級指導を
受ける、ことが決まった。1年後の言語力評価で
は、ほぼ生活年齢相当となった。上位概念語彙を
調べる抽象語理解力検査では、誤りの半分が音的
誤りであることから、補聴器を通しての聴覚学習
を油断なく行う必要があることもわかった。小 6
終了時の読書力テストは偏差値 66、中 1の 2～
3学期レベルに達していた。聴覚支援学校通級は
小学校卒業時に終了した。
　秋田では通常校に 1人でも難聴児がいれば保
護者の希望により難聴支援学級が開設される状況
になっている。高度難聴はもちろん、軽中等度難
聴児で中等度難聴寄りの場合はほとんどが支援学
級に在籍しているが、通常学級のみに在籍し聴覚
支援学校通級する例もある。通常学校の聞こえる
子どもや教職員のために、聴覚支援学校からの出
前授業「難聴理解学習」、長期休暇中に県内の通
常校の子ども達が集う「難聴児童交流会」は当事
者への理解や当事者自身のセフルアドボカシー育
成のために重要な役割を果たしている。
　2006 年国連総会が障碍者権利条約を採択して
わが国でも 2016 年から障害者差別解消法が施行
された。災害発生直後の緊急テレビ放送での手話
通訳（2022 年になって見られるようになった）、
音声を手話や文字に変える電話リレーサービス、
字幕付き電話の開発普及など、まだまだ取り組む
べき課題は残されている。

5. 難聴児の学校教育上での支援に対する啓発の
必要性の検討

岡山県医師会　片岡　祐子
　近年インクルーシブ教育を受ける小・中・高校
生の難聴児・者（以下、「難聴児」）は約 60％に
上り、あたかも「共生」が実現されているかのよ
うに見受けられるが、実際のインクルーシブ教育
での配慮状況は、単に座席を前に配置するだけに
留まっている場合があまりにも多く、少なくとも
補聴機器装用下でも聴取に課題がある難聴児に対
して「情報バリアフリー」の状況が提供されてい
るとは言い難い。その現状をもとに、2021年2月、
当院では教師対象冊子「難聴をもつ小・中・高校
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生の学校生活で大切なこと　先生編」（全 14ペー
ジ）を作成した。今回、本冊子の活用及び理解や
配慮の状況について、難聴児教育に携わる教師へ
のオンライン調査を行った。
　オンライン調査の調査参加と研究協力に同意
し、2021 年 7 月から同年 12 月までの期間に設
問に回答した難聴児担当教師94名を対象とした。
　94名中、特別支援学校 52名（55.3％）、それ
以外の学校 42名（44.7％）であった。難聴児教
育年数は 3年未満が 34.0％を占める一方で、10
年以上が 29.8％であった。86.2％が参考にしづ
らい点はないとしたが、一方 48.9％が冊子を読
むまでに知らなかった内容はないと回答した。よ
り具体的な場面での具体的な支援方法の情報の希
望がある一方、簡潔でコンパクトな冊子構成であ
る点を評価する意見も多数みられた。今後の冊子
の活用方法について、他の教員に対して 54.3％、
児童生徒に対して 53.2％他、校内研修 29.8％、
連携機関 26.6％が挙げられ、今後の冊子作成の
要望として児童生徒編 84.0％、小・中・高以外
の教育機関向け 28.7％が挙げられた。また支援
の現状として、情報保障については、透明マス
ク 77.7％、補聴援助機器 72.3％、ICT 教材での
視覚情報活用 69.1％が多くみられた。難聴児の
対応で困ることとして、ディスカッションやグ
ループ学習 67.0％、次いで音楽や英語の指導が
挙げられた。アイデンティ形成に対しての取り組
みとして障害受容のサポート 74.5％、自立準備
61.7％であった。また、常識や暗黙のルールの
理解、日本語獲得、自己の障害理解・セルフアド
ボカシー能力に対する問題と教育の必要性、周囲
の理解の困難さと必要な対策等の課題も挙げられ
た。
　教育関係者が正確な知識をもち、適切な配慮や
支援を行うことは、難聴児の自己肯定感の育成、
セルフアドボカシースキルの獲得、ひいては社会
性の形成にも意義がある。インクルーシブ教育だ
けではこれらの教育には限界があるため、言語聴
覚士や聴覚支援学校教師等とともに連携を取り、
専門的指導・支援を取り入れるとともに、通学校
で効果的に理解・支援を進められるような情報発
信、提供をしていくことが望まれる。

6. 聴覚障害を対象としない特別支援学校に在籍
する難聴症例

神奈川県医師会　寺崎　雅子
　特別支援学校に在籍する生徒が学校検診や教員
の指摘により難聴を指摘され、耳鼻咽喉科を受診
した 2症例を経験した。
　17 歳男性。3 歳児健診で聴力検査ができず、
大学病院で精査を受けるが問題の指摘はなかっ
た。小学校・中学校は支援学級（知的級）に在籍。
学校健診でも難聴は指摘されていないが、小学校
6年生（12 歳）ごろから身体を乗り出すように
して聞くようになった。このため耳鼻咽喉科を受
診。標準純音聴力検査は挙手で施行し、平均聴力
レベルは右耳 55.0dBHL、左耳 46.3dBHL であっ
た。急性感音難聴を考慮して内服治療を施行した
が変化がなかった。補聴器装用を勧めたが興味な
く、保護者の了解を得て終了となった。特別支援
学校高等部 2年生（17 歳）になって、教員から
聞き取りが悪いことを指摘された。保護者は難聴
対策を練るように指導を受けた。5年ぶりの受診
でも反応が曖昧なため機能性難聴が否定できず精
査を重ねた。平均聴力レベルは右耳 68.8dBHL、
左耳46.3dBHLであったため補聴器の導入を試み
た。耳掛け型補聴器で常時装用ができず、耳穴型
補聴器を試したところ装用可能となったため、両
側耳穴補聴器を処方した。
　16歳男性。AABR 検査は PASS しており、3歳
児健診でも難聴の指摘はない。小学校・中学校は
支援級（知的級）に在籍しており、学校健診で難
聴の指摘はなかった。特別支援学校高等部 1年
生（16 歳）の検診で左耳難聴を指摘されて、耳
鼻咽喉科を初診。難聴の自覚はなかったが、中学
生のころから家庭での会話時の反応が乏しくテレ
ビの音量が大きいことから、姉だけが難聴を指摘
していた。初診時の標準純音聴力検査は声掛け
をしながら施行し、右耳が 33.8dBHL、左耳が
53.8dBHL で両耳ともに混合難聴であった。左耳
手術を施行したが聴力回復が望めなかったため、
補聴器装用に切り替えた。音に対する反応は改善
されたが、埋没耳の既往があり耳掛け型補聴器が
装用しにくい様子が見受けられ、両側耳穴型補聴
器を処方した。
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　支援級や特別支援学校には、在籍理由となる本
来の障害のほかに、気付かれない難聴者が混在し
ている可能性が少なからずあると思われた。丁寧
な問診や検査、その後の経過観察や適切な情報保
障を考慮するべきである。支援級や特別支援学校
の教員は、難聴の生徒が混在している可能性を考
慮して関わりを持つことが望ましい。療育手帳は
あるが身体障害者手帳は所持していないため、今
後の補聴器購入には福祉面や補聴器販売店の配慮
などが必要と思われる。

7. 聴覚支援学校における耳鼻科健康相談の役割
徳島県医師会　島田　亜紀

　新生児聴覚スクリーニングの普及で先天性難聴
児に対する聴覚補償が 0歳代という早期から行
われるようになった。補聴器装用は軽・中等度難
聴児から高度難聴児の聴覚補償が行われ、人工内
耳手術は 1歳代から行われている。徳島県では
難聴児通園施設等の療育施設はなく、徳島聴覚支
援学校が県内唯一の聴覚支援学校であり難聴児の
教育の拠点である。進学や難聴児教育での疑問点
を難聴児とその保護者、また教員と医師が共通理
解をもって教育を行っていくために、県内唯一の
聴覚支援学校で校医が健康相談を行っている。徳
島大学病院小児難聴外来を担当している医師が聴
覚支援学校の校医を兼任しており 2000 年より開
始し年 3回設けてきた。
　2017 年度からの 5年間に聴覚支援学校におい
て健康相談事業を行った 14 回、延べ 81 名につ
いて調査した。方法としては、本人とともに、保
護者、担任教師、養護教諭が同席し、検鏡的に鼓
膜観察を行った後、1人あたり 15 分から 30 分
程度をかけ相談に応じた。
　対象者 81 名の内訳は 0歳児から 17 歳の聴覚
支援学校児童生徒である。聴覚支援学校は 0～
3歳児までは乳幼児教育相談事業として週 1回程
度の来校児、4歳児からの幼稚部と小学校・中学
校・高等学校があり、視覚支援学校が同一の敷地
内に併設されている。相談内容については、耳に
関する訴えが一番多く、難聴の進行や補聴機器の
選定の他に聴力検査の頻度などの相談があった。
次に多かったのが教育的問題についての相談であ

り、通常学校へのインテグレーションについての
相談が多かった。また、以前の調査した 2000 年
からの 5年間に行った健康相談と相談内容を比
較したところ、相談件数が増加した内容は教育的
問題で通常学校へのインテグレーションについて
の相談であり、次に学校における前庭水管拡大児
への対応で聴力検査の頻度や運動制限についての
質問があった。そして、新たな相談内容は、両側
人工内耳に対する相談や、軽度難聴児への早期の
補聴器装用、重複障害児の摂食嚥下に関する給食
の相談、発達障害が疑われる児の検査や療育につ
いての相談等である。
　教育相談に関する通常学校へのインテグレー
ションについては、基本的には親の希望を支持す
るが、聴力検査だけではなく言語発達検査を行っ
て、通常学校への聴覚や言語発達についての情報
提供を行い、補聴機器や補聴援助システムの使用、
インテグレーション後の定期的な耳鼻科受診・聴
覚管理の継続を促し、教育と医療が継続して支援
できるようにしている。重複障害児や発達障害合
併症児については、健康相談内容も多種多様のた
め個別対応を行っている。学校で児の健康状態に
あわせた適切な合理的配慮が行えるように医学的
知識を伝え実践している。

8. 小児におけるダニ舌下免疫療法
　－副反応発現と治療効果について－

岩手県医師会　千葉　隆史
　当院で行っているダニ舌下免疫療法について検
討した。対象は 2016 年から当院でミティキュア
ダニ舌下錠を用いて治療を開始した男性 175 名、
女性 111 名の合計 286 名である。平均年齢は男
性 13.2 歳、女性 19.5 歳、全体では 15.7 歳、年
齢別では 10 歳未満の小学生が 110 例と最も多
く、20歳未満の治療例が全体の 80％を占めてい
た。286 例のうち 15 歳以下の症例は 202 例で
あった。
　アドヒアランスは、90％以上服用できた例が
75.7％、80％以上 90％未満が 10％であった。
当院で 70％以上服用できている比率は 95.7％で
あった。
　免疫療法はダニのアレルギー性鼻炎の根治を
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可能にする現在のところ唯一の治療方法である。
1）舌下免疫治療により、アレルギー対処治療薬
を服用しなくなった例、薬の量が減った例など、
薬を変更できた例は 65％であった。2）6か月以
上治療を行った例では著効 31％、有効 55％、不
変 14％であった。3）治療中止例は 7例 4％と
低かった。4）副作用の出現率は 49.4％と高かっ
たが、大多数が治療開始から 2週間までの初期
に起こっていた。症状は口腔のかゆみなど軽いも
のであった。5）治療効果は、ダニなど通年性の
アレルギーは絶えずアレルギー抗原に暴露される
ので、症状が持続し治療効果を自覚しにくいと分
析されるが、自覚症状の改善度は良好であった。

9. 当院における小児鼻腔異物症例の検討
岩手県医師会　堀　　　亨

　2016 年 1 月～ 2022 年 6 月の 6 年 6 か月間
において、当院で経験した小児鼻腔異物症例は
36 件であった。平均年齢は 3.7 歳、中央値は 3
歳であった。すべて片側であり、右側 69％、左
側 31％であった。右利きが多数のため右鼻腔へ
の異物挿入が多いとされる。男女比は認めなかっ
た。
　受診の契機になったものとしては、申告あり
（挿入するところを親が見ていた、又は自己申告
があった）が 21 例 57％で最も多く、持続する
片側性の水様性鼻汁が主訴であったものは 14％、
膿性鼻漏は 22％であった。無症状で偶発的に鼻
腔異物を認めたものも 2例 5％あった。挿入時期
不明のものは 14例と全体の 38％を占めた。
　異物の多くは 7～ 8mmのものであった。諸家
の報告で多い球形のビーズは当院では 4例のみ
であった。ボタン型電池は 3件であった。
　ボタン型電池は、鼻腔異物、食道異物の原因と
して以前より注意喚起されている。組織損傷を起
こす可能性もあり、可能な限り早期の摘出が必要
である。アルカリ電池とリチウム電池があるが、
鼻腔異物では 1cm大とやや小型のアルカリ電池
が鼻内に挿入しやすく多い傾向がある。組織損傷
の機序としては、①電池内容物漏出によるもの、
②圧迫による虚血性変化、③通電により生じた水
酸化物産生によるものが挙げられる。提示症例で

は、電池内容物の漏出は明らかでなかったため、
③の機序が主体であったと推察される。通電によ
る障害は特に陰極側で生じやすいとされる。
　小児鼻腔異物の診断面における問題は、鼻腔異
物の発見が困難なことである。申告がないと気付
かないこともある。片側性の鼻症状が持続する場
合は、鼻腔異物も念頭に置き積極的に評価するこ
とが推奨される。今後も家族への啓発を広めてい
くことが大切である。

[ 報告：副会長　沖中　芳彦 ]

第 5 分科会「眼科」
1. コロナ禍に於ける細菌性前眼部疾患との闘い

神奈川県医師会　坂元　則敏
　ウイルス性結膜炎の現況として、2022 ～ 2023
年の 3 年間藤沢市の定点調査では、EKC、AHC、
PHC の 3種類のウイルス性結膜炎の流行は認めら
れていない。Hib ワクチン及び肺炎球菌ワクチン
の接種開始前の前眼部感染症 123 例 123 検体よ
り分離同定された菌株は、H.influenzae	73 株、
Strep.Pneumoniae	34 株、B（N）.catarrhalis	3 株
であった。2008 年の小児 Hib ワクチン接種以後
の調査では、10 歳以下小児では、BLNAR、Low	
BLNAR が計 33.3％、BLPACR が 16.7％、BL（＋）
Sensitive:Haemophilus	influenzae	 β -lactamase
（＋）が 25.0％、BL（－）Sensitive:	Haemophilus	
influenzae	β -lactamase（－）が 25％であった。
　小児への PCV7、PCV13 接種、高齢者への
ニューモバックス NP 接種の前後で血清型置換
（serotype	replacement）が発生した。Hib ワク
チン接種前の前眼部感染症 83株では、血清型は
NT（non-typable）＞ b 型＞ e 型で、生物型はⅡ
型（61％）、Ⅲ型（31％）、Ⅰ、Ⅳ、Ⅶ（各１％）
であったが、2016 年 11 月～ 2017 年 12 月の
調査では全てワクチン効果のない、莢膜のない
NT のみが検出された。2018 年の小児呼吸器材
料から分離された肺炎球菌感染症での莢膜型の検
出頻度は、15 型が 39 株（26.0％）、35 型が 18
株（12.0％）、23 型が 16 株（10.7％）、3 型が
10 株（6.7％）であった。小児用肺炎球菌ワク
チンにて 71.8％のカバー率とされているが、臨
床的に重要な 19A 型や 6A 型がカバーされてい
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ない。
　肺炎球菌ワクチン接種開始前の肺炎球菌 32株
についてPSSP（18株）：6型（17％）、19型（11％）、
23型（11％）、NT（61％）で、PISP（13 株）は、
6型（23％）、19型（15％）、NT（62％）であっ
た。PRSP はすべて 19 型（100％）であった。
ワクチン接種開始後の 2016 年 11 月～ 2017 年
12 月の調査では、眼脂 PSSP 派 type15 で、鼻汁
PSSPは type10で、鼻汁PISPは type15であった。
Haemophilus	influenzae については菌株の多くは
薬剤耐性を示した。
　With	COVID-19 の 2022 年 8 月の細菌性結膜
炎の起炎菌調査 8症例のうち、複数菌感染症が 3
症例で 37.5％。H.influenzae が 50％、Moraxella	
catarrhalis が 25％、MSSA が 25.0％とその他で
あった。ウイルス、細菌への対抗手段として抗ウ
イルス薬、抗微生物薬の他ワクチンがあるが、ウ
イルスの効かないタイプや耐性菌が次々に出現し
てきている。眼科医も疫学調査、耐性菌調査に基
づき監視が必要である。

2. 就学時健診及び幼稚園・保育所等での視力検
査等に関する全国調査について

京都府医師会　柏井真理子
　日本眼科医会は令和 2 年 11 ～ 12 月の期間
に 47都道府県の幼稚園、保育所、認定こども園
（38,795 施設）の 3％にあたる 1,164 施設を任
意抽出でアンケート調査し回答を得た。調査の概
略ではあるが「健康診断における視力検査の実施
の有無」について「設置者別」「施設別・学年別」
「地域別」及び「視力検査を実施していない理由」
等を問うた。また、その他に「弱視についての認識」
や「各科の健診状況」についても尋ねた。また同
時期に全国の自治体の教育委員会から任意抽出し
た 231 の教育委員会にアンケートを送付、就学
時健診での視力検査実施状況や実施方法等を中心
に調査した。
　調査結果では、視力検査実施率は、施設、地域
差を認めた。また、弱視についての認知度も低く、
園関係者に幼児の視力の発達や弱視の早期発見・
治療の重要性、そして視力検査の大切さをしっか
りと啓発する必要を強く感じた。「実施したいが

やり方がわからない」の回答も 20 ～ 30％あっ
たが、こちらは日本眼科医会ホームページ掲載
の「園医のための眼科健診マニュアル」等を参考
にしていただきたい。また定期健康診断で実施し
ている健診項目としてほとんどの園で内科健診は
実施されているも、眼科健診、耳鼻科健診の実施	
状況はかなり低迷していた。
　一方、教育委員会が実施主体である就学時健
康診断における視力検査実施率は、全体として
96.4％であり、平成 20 年度調査 90.5％に比べ
て改善された。しかし、まだ実施されていないと
ころもあり、学校保健安全法をしっかりと順守し
100％実施されるべきである。また、「就学時の
健康診断マニュアル」には視力検査の実施方法に
ついて「字ひとつ視力表」を使用するよう示して
いるにも関わらず、「字ひとつ視力表を使用して
いる」は 54.8％に過ぎなかった。「字ひとつ視力
表での視力検査」とは、視標を一つ見せて測定す
る方法で、低学年ぐらいまでは字ひとつ視力表に
ての視力測定が推奨される。さらに内科健診はほ
とんどの地域で実施されているも眼科健診、耳鼻
科健診の実施率は 4割前後となっていた。
　弱視の早期発見・早期治療のため、また最近「近
視の発症の低年齢化」が危惧されており、近視進
行予防の重要性も含め各年齢において視力検査を
実施することは大切である。今後も園関係者に「弱
視」について、そして「幼児期の視力検査の重要
性」を粘り強く啓発することが必要である。また、
就学時健診では「適切な視力検査方法（字ひとつ
視力表）で実施すること」、「視力検査は健診会場
で実施すること」等を文部科学省や各自治体の教
育委員会に改善を求めていきたい。さらに視機能
が発達する乳幼児期には可能な限り眼科医による
眼科健診の実施が望まれる。

3. 江戸川区におけるコロナ禍の小中学生の裸眼
視力の推移

東京都医師会　田中　　寧
　教育委員会の協力を得て、江戸川区 6 年間
（H28 ～ R3 年）の小・中学校の裸眼視力検査の
推移を 370 方式（A≧ 1.0、1.0 ＞ B ≧ 0.7、0.7
＞ C ≧ 0.3、D ＜ 0.3）で調査した。R2 年度は、
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コロナ禍の影響で小・中学生の裸眼視力 1.0 未満
の割合が特に増加したが、R3 年度は小・中学校
ともに減少した。
　小学校では R3年度 Aが増加し、B～ Dは減少
した。中学校では R3 年度 Aが増加し、C、Dが
減少した。男女別では、小学校は男女共に Aが
増加し、B～Dが減少した。中学校では、女子はA、
Bが増加し、C、Dが減少した。男子は Aが増加
し、B、C、Dが減少した。学年別では、小学校、
中学校ともに、学年が上がるごとに B～ Dの割
合が増加した。入学年度別の推移は、小学校・中
学校とも R2年度より改善傾向であった。
　近年の近視増加の原因については、パソコン、
タブレット、スマホの視聴時間の増加を挙げる報
告が多い。近視予防フォーラムの坪田一男らは、
令和 1年と比べ小・中学生の 86.3％が「自宅時
間」増加、58.5％が「外遊び時間」減少と報告
している。オンラインでの学習や塾などが一般
化し、日常でもパソコン・タブレット・スマート
フォンなどの情報機器を見る時間が、令和 1年
は 1日平均 58.5 分に対し、外出自粛中は 129.7
分（71.2 分増加）と倍増した。外遊び時間は 1
日平均 35.4 分と、令和 1年の 61.1 分より 25分
以上短縮したと報告している。日本眼科医会作成
の「ギガっこデジたん！」の啓発活動が大切であ
る。江戸川区医師会・区定例協議会にて、学校保
健委員会より教育委員会へ啓発活動の協力を依頼
し、教育委員会開催の「校長会」に出席して広報
活動を行った。また、区協議会議員との意見交
換会にも参加し、協力をお願いしている GIGA ス
クール構想の導入、コロナ禍の学校環境などの現
状を踏まえ、養護教諭と協力して「近視進行抑制」
を今後も啓発することが大切である。

4.ICT 教育のもとでの目の健康啓発コンテンツ
について

大阪府医師会　丸山　耕一
　日本眼科医会は、GIGA スクール構想始動前に、
文部科学省の資料をもとに眼科学校医に向けた
「目の健康のために学校現場でできること」を 25
項目にわたって日本眼科医会Web サイトに掲載
した。さらに令和 3年 4月以降、教師、児童生徒

や保護者が共有でき、また児童生徒や保護者が眼
科受診時などに情報入手が容易な目の健康に係る
啓発コンテンツも発信を継続している。啓発コン
テンツは、児童生徒が直感的に理解できるマンガ、
イラストを用いた「ギガっこデジたん！」が主と
なっている。ポスター、リーフレットは、営利目
的でなく学校関係者並びに医療関係者であれば、
誰でも許諾なくダウンロードできるものとした。
また、保健だより等の印刷物への転載や、コピー
して配布されることも想定して、こちらも利活用
フリーとしている。目の健康啓発動画を「ギガっ
こデジたん！」シリーズと位置づけ、ダークヒー
ローである「近視マン」という新キャラクターを、
「近視進行因子のメタファー」として登場させ制
作し、2022 年 8月末現在、YouTube チャンネル
で動画の視聴回数は 12,000view を数えている。
今後も近視について子ども達の理解度を深めてい
くコンテンツや、近視が進まないように努力する
方法として、子ども達の冒険心や探求心を訴求す
るコンテンツを制作していくことが目標である。

5. スマホ時代の眼鏡処方における調節麻痺剤の
重要性

岩手県医師会　鈴木　武敏
　スマホの長時間使用により、輻輳維持と調節緊
張が過剰に起こり、間欠性外斜視、片眼抑制が増
加する。特に高頻度で起きるのが、調節異常であ
る。多くは調節緊張であるが、距離と不整合な調
節量、小児でありながら調節が起こらなくなる。
スマホの長時間使用者の眼鏡処方は、これまでと
比較にならないほどの慎重さが求められると考え
ている。そして、異常を疑ったら、躊躇せずに
調節麻痺剤のサイプレジンを使用することである
が、使用したとしてもその後の眼鏡処方時にオー
バースキアで確認し、調節が残っている場合は、
さらに 1週間から１か月程度のミドリンMや希
釈アトロピンなどが必要になる場合も少なくな
い。
　「眼鏡作製技能士」という厚生労働省の検定制
度が始まり、多くの人が国の資格だから技術や検
査方法が正しくできる技術者と安易に判断してし
まうと、子どもたちだけでなく成人でも誤矯正の
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眼鏡が増えることになり、日本はさらなる近視大
国になってしまうことが危惧される。緑内障、糖
尿病による中途失明者の 7	割以上が眼鏡店での
直接検眼者である事実から考えても、眼鏡作製技
能士の制度の見直しが不可欠である。日本ほど眼
鏡矯正、失明予防に無関心な国はない。

6.IoMT を用いたコンタクトレンズ診療から
　－ 15 歳以下のユーザーについて－

岩手県医師会　佐渡　一成
　近年、カラーコンタクトレンズに限らず、通常
の透明なコンタクトレンズ（CL）においても眼
科医の処方に基づかない、「処方せんなし」「定期
検査なし」での販売・購入が急増している。厚生
労働省は販売店に行政通知を出して眼科受診を促
しているが、罰則規程がないこともあり、遵守さ
れているとは言えない状況である。そして、CL
によるトラブルの多発状態に改善は見られていな
い。CL を安全・快適に使用するには眼科医の診
療に基づく処方が不可欠であり、定期検査も必
要である。当院で用いているシステム（IoMT：
Internet	of	Medical	Things）がもたらした著明な
効果について考察する。システムのポイントは、
①眼科の検査に基づく処方指示書のみを受け付け
て販売する。②価格は量販店やインターネット・
通信販売と同等以下。③受け取りや支払いなどの
利便性も実現したことである。眼科医による適切
な処方と定期検査が行われていれば、コンタクト
レンズは安全に装用継続できるので、眼科受診継
続に直結する IoMT を用いたシステムは 15 歳以
下を含め、全てのユーザーの安全に極めて有効で
ある。

7. 視力値での評価を補完する数理的センス
神奈川県医師会　鈴木　高遠

　本講演では、角膜混濁による散乱の観察に必要
な「フーリエ光学」が数式やグラフとともに詳細
に述べられており、高校 3年の物理で理解でき
るとのことであったが割愛する。生徒や保護者よ
り屈折矯正角膜手術（Lasik や ICL）術後の見え方
を問われた際の対応のヒントを紹介する。「明暗
への順応等を含めるともともとは 10万倍以上あ

るコントラスト耐性が半分以下に減少するけど数
千倍以上は残っている。デスクワークなど室内
の比較的緩い視覚条件だと、大して気にはならな
いかも…」「検査室内の白黒視標だけでなく、現
実の仕事現場では物陰や眩しい光、コントラスト
の乏しい表示があったりするから、困る可能性が
ある」「将来タクシーなどプロの運転手になる可
能性があったら、夜とか眩しい光のあるところ
や、明暗が急変したりすると、怖く感じてしまう
ようになるかもしれないから、ちょっとまずいか
も……」、などと続ける。
　屈折が焦点距離で決まるのに対して、収差・回
折・散乱はミクロンレベルで、職業や年齢など
個人的要因に影響される症状のため、客観性のあ
る評価は困難である。回折については光が波動と
して進むことを念頭に置けば、経験ある眼科臨床
医なら診察の際に症状の概要を心眼で思い描くこ
とは難しくない。ポイントは 3つ：①回折が波
動の性質から来ることを念頭に、混濁や歪みな
ど角膜などに残る痕跡の後方、網膜に至るまで全
方向に拡がっていく球形の回折波をイメージしつ
つ診察する。②同じく、回折が光学系のフーリエ
（Fourier）変換にしたがって、混濁が小さくて鋭
いほど広い範囲に拡がり、大きいほど強いグレア
を与えることを念頭に置く。瞳孔領内の偏心（位
置ずれ）だと、特定方向にゴーストが見られる
要因となり得る。③混濁による散乱は全方向に向
かっている。診察者の目に見える混濁は全て患眼
網膜にも光を落としており、コントラスト低下の
要因となり得る。屈折矯正での視力向上を謳う角
膜手術での術後愁訴については、職業選択など視
覚環境の再検討を除いてはほとんどの場合、一般
臨床眼科での的確な対処・払拭は困難である。

特別講演
幼少期・学童期における認知的力と非認知的力
の意義

白梅学園大学名誉教授　無藤　　隆
　認知能力とは、知識・技能・思考力などを含む
知的能力であるが、これだけでは子どもの学力を
伸ばすのに限界があり、非認知能力の重要性が認
識されるようになった。非認知能力とは、多種多



令和 5年 2月 山口県医師会報 第1950 号

103

様な感情を感じ、意欲・意志を抱き自覚し、人と
協力するなどの、学びに向かう力の育ちである。
非認知スキルとは、他者とうまく付き合う能力、
自分の感情を管理する能力、目標を達成する能力。
幼児期の研究から、目標を達成する能力の中でも
実行機能の重要が分かってきた。感情の実行機能
とは本能的な要求や感情をコントロールして目標
を達成するする力。思考の実行機能とはついつい
やってしまう行動、習慣、癖などをコントロール
する力。非認知スキルがさらにメタ認知（全体
を見渡す、自分の理解を吟味する）の力が加わ
り、学習へと結びつく。成人に必須な中核的能
力は、実行能力と自己抑制能力であり、その基
礎は幼児期の脳の前頭前野に形成される。子ど
もは、Toxic	stress である虐待、ネグレクト、貧
困、親の薬物中毒、うつ病などの精神疾患が続く
と、甘えたくても甘えられない心理状況から、子
どもの心は傷つき、脳の発達障害の原因となる。
resilience を育むために必須の条件は、子どもの
心を献身的に支える親、祖父母、又は第三者の養
育者などの大人の存在である。その大人との人間
関係によって、子が身につける健康的な甘えが、
resilience を育む基本となる。

[ 報告：常任理事　長谷川奈津江 ]

シンポジウム
テーマ「子どもたちの『生きる力』を育む」
子供がストレスを乗り切る力 “レジリエンス”
を育む

日本産婦人科医会前会長　木下　勝之
　レジリエンスとは、人生の逆境における困難に
対する反発力、回復力のことであり、これを身に
着けることは、子どもの発達に必須の構成要素の
一つとなっている。全ての子供は乳幼児期、そし
て学童期における発達過程では、身に降りかかる
ストレスを避けることはできない。ストレスには
心身に対する反応から、① positive	stress（肯定
的ストレス）、② tolerable	stress（許容性ストレ
ス）、③ toxic	stress（有毒ストレス）の 3つがある。
①は初めての保育園に通園するときの恐怖感や、
はじめて予防注射をするときの痛みなどの健康発
達の正常かつ不可欠な部分に当たるストレス、②

は親の病気による突然の死亡、自然災害による親
の死亡事故など、1人では対応できない悲しみと
衝撃を受けるストレスである。このような強い心
身へのストレスであっても、その子の身近に、祖
父母、親戚あるいは第三者であっても、親身になっ
て子供を慰め助ける大人の存在があれば、癒され、
この困難を乗り切ることができる。③は身体的精
神的虐待、慢性的なネグレクト、親の薬物乱用や
精神疾患、暴力、及び／又は家庭の経済的困難等、
このような長期の逆境によるこのストレスで、大
人の支援がない場合前頭前野の萎縮をきたし、非
行、不登校などに陥っていき、ストレス関連疾患
及び認知障害のリスクを成人期まで増加させるこ
とになる。
　②③のストレスに対するレジリエンス（反発力、
回復力）や深刻な困難を乗り越えることは子供 1
人ではできない。レジリエンスを発達させる子供
にとって最も必要な要件は、その子を愛して献身
的に育てる親、養育者、又は第 3者の成人の少
なくとも 1つの安定した献身的な関係の存在で
ある。乳幼児期から学童期にかけて、どんな逆境
であっても支えて育てる大人の存在が必要である
ことは、乳幼児期の愛着形成が確立していること
が前提となる。愛着とは、「甘え」の現象である
ことから、レジリエンスの獲得には、「甘え」を
受け入れることができる母親や父親、又は祖父母、
そして第三者の養育者に育てられることが必須条
件になる。言い換えれば、子にとって甘えられる
安全基地となる大人の存在が不可欠である。レジ
リエンスの獲得のためには、健康で率直な甘えを
身に着ける、いわゆる愛着形成が重要である。甘
えたくても甘えられない場合は、恨む、妬むなど
ひねくれた甘えとなり自己愛的な屈折した甘えと
なる。

全ての子どもたちの幸せのために～私たちが今
知っておきたい『非認知能力』について～

　岩手県医師会　子どもたちの「生きる力」を
育む検討委員会委員　千田　恵美

　認知能力とは、読み書き・計算などの能力（い
わゆる学力）を指す。一方、非認知能力は、数値
で測ることができない「内面の力」を指す。非認
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知能力は、大きく分けると「自分と向き合う力」「自
分を高める力」「人と関わる力」の 3つに分けら
れる。
　ジェームズ・ヘックマン氏らが 1962 ～ 1967
年の間に行ったプロジェクトは低所得者層家庭の
3～ 4歳の子どもたちを対象にして実施したもの
で、40 歳時の調査では、介入した群では収入が
多く、大学進学率が高いなど、非認知能力がその
子の将来を左右する重要な要素であることを示
された。また、ウォルター・ミシェル氏が行った
実験では、幼少の時の自制心が、将来の経済状態
や健康状態に関係することを示された。さらに、
2011 年からニュージーランドのダニーディンで
生まれた子どもを長期間にわたり綿密に観察した
結果、やはり幼少期の自制能力が乏しいと、不健
康、経済問題、犯罪歴など、成人後のネガティブ
な成り行きが、有意差の形で予想できる結果と
なった。森口佑介は「目の前を優先し今を生きる
子ども」と「将来に備え未来に向かう子ども」と
の二極化が顕著になってきていることを指摘して
いる。また、寿命に影響を与える因子として「孤
独」であるかどうかが重大な因子であることが分
かってきた。
　非認知能力を育むために妊娠中から 2歳くら
いまでの間に特に意識したいことは、親子間のア
タッチメント（愛着形成）であり、十分なアタッ
チメントで育まれた基本的信頼感は赤ちゃんの安
心基地になり、生涯にわたって自分を守るものと
なる。幼児期から学童までの時期は外からの働き
かけで十分変容する可能性を秘めている。自主的
で夢中になる遊び、読み聞かせ、早寝早起き、朝
食やビタミン、ミネラルなどの健康的な食生活、
音楽や美術を含むアートやスポーツ・部活動、子
どものことを別な視点で視るリフレーミング、非
認知能力を発揮していることを見つけて褒めるこ
となどが非認知能力を高める。学童から大人まで
の時期でも非認知能力を伸ばすことができる。自
分に何が足らないかを考えたり、トレーニング
することで伸ばすことができる。大谷翔平選手が
行っていた「マンダラート」という方法もある。
　非認知能力を育てるのは環境、人から教えられ
るものである。その子なりの方法で非認知能力を

伸ばしてもらいたい。そしてすべての子どもたち
が幸せになってほしい。

夢を実現する
花巻東高等学校硬式野球部監督　佐々木　洋

　自分は大リーガーになった大谷翔平や菊池雄星
を育てた監督と言われ、どうやったらこのように
うまく育てられるのかとよく取材されるが、自分
が育てたわけではなくて個々が自分で目標を立て
て育っていった、それを導いただけである。
　以前は東北地方の高校野球は弱かった。それは
下手だったが能力がなかったわけではなく、指導
者（監督）の問題であった。平成 14年に花巻東
高校硬式野球部の監督に就任したが、トレーニン
グ方法などそれまでの指導方法から変えていっ
た。変えるべきものと変えてはいけないものも
あった。以前からあった坊主は廃止し、矯正と自
主性で導き育てる、個性を伸ばすこととした。与
えるものとしては、環境、責任、夢、愛情、かけ
るものとしては、時間、いい言葉、期待、負荷と
した。自分自身も中学生時代不良で番長だったが、
中学の先生に生徒会長になるように言われてそれ
から行動も大きく変わった。生徒には自分で目標
を立ててそれを達成するにはどうしたらよいか、
何が必要か、足らない部分は何かそれを書くよう
にさせた（マンダラート）。「プロ野球選手になり
たい」「160kmを投げる」など目標を書いて意識
が変わった。大谷翔平、菊池雄星らはそれを書い
て実行して実現させただけである。
　「でも」「だって」「どうせ」「だけど」という言
葉はだめ、「そのためには」「どうしたら」という
考えを持つことがよい。夢（目標）が人生を作る、
その思いと行動を一致させることが必要で、すべ
ての行動からリターンが生み出される。目標を持
つということが重要である。
　授業や部活の指導に注力するため普段は講演依
頼を受け付けていないとのことでだったが、とて
もお話しが上手で引き込まれる講演であった。

[ 報告　常任理事　河村　一郎 ]


